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【論文要旨】
　本稿の目的は，日米を中心とした社会状況の史的変遷と照らし合わせながら，環境問題がマーケ
ティング研究上どのよう処遇されてきたか，そしてなぜそのように処遇されたかを考察することに
ある。環境問題に焦点を当てたマーケティング研究が多く現れる年代は，社会において環境問題が
強く認識される年代と重なり合う。公害問題が深刻化した1970年代には，「マネジリアル（企業経
営）の視点→社会的責任の重視→環境問題への焦点」という道筋に沿って，個別営利企業をマーケ
ティングの主体とする研究が蓄積された。地球環境問題が顕在化した1990年代以降になると，そ
うした道筋を考慮しつつも戦略的マーケティングや交換としてのマーケティングの研究成果をも取
り入れた，より多角的なアプローチを試みる動向が見受けられる。環境問題に焦点を当てたマーケ
ティソグ研究の射程は，個別営利企業のマーケティソグ活動を中心に，多様な主体ないし分析単位
までを捕捉する広範さを有すると考えられる。
【キーワード】マネジリアル・マーケティソグ，社会的責任，環境問題，境界拡張，概念拡張
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1　はじめに
　マーケティング研究の潮流は，その研究がなされる時代の空気を機敏に察知して形成される。こ
の特徴がきわめて象徴的に表れてきているのが，環境問題に焦点を当てたマーケティングについて
の一連の研究1である。
　環境問題が現代における重大な懸案事項である点は疑うべくもない。マーケティング研究は今日
まで，ある社会2のなかで環境問題が注視されるのと時を一にして，その時代においてとりわけ懸
念される環境問題への対応を図ってきた。このような機動性に富んだ研究の方向性は特筆すべきで
ある半面，社会状況への適応を過度に追及する姿勢は研究をアドホック状態へと帰着させてしまう
おそれをも有している。年代の経過とともに蓄積されてきた幾多の研究を収敏させる作業を通し
て，今日に至るまでの研究の動向を把握する必要があろう。
　よって，本稿では，マーケティソグ研究上，環境問題がどのように処遇されてきたのか，そして
なぜそのように処遇されるのかに関して，社会状況が歴史とともに変遷する過程と照らし合わせな
がら考察することを目的とする。その第1章では，アメリカと日本を中心に据えつつ3，社会状況
の史的変遷に伴って環境問題がどのように扱われてきたかを，年代を区分して検討する。第皿章で
は，それを踏まえて環境問題に焦点を当てたマーケティング研究の展開を把握したうえで，そうし
た研究が展開されるに至る経緯，およびそこから導き出される研究の今日的方向性を模索してい
く。第］V章では，本稿を総括するとともに，今後の検討課題を提示する。
皿　社会状況の史的変遷と環境問題
　ある社会の状況が時代とともに変遷していくのに伴い，環境問題はどのように認識され，対応が
図られるようになるのか。この課題に直面した場合，どの国のどの年代まで遡って，現在に至る流
れを把握すればよいかを判断するのは難しいところである。本章では，第一次世界大戦終結後の
1920年代を起点として，世界恐慌と第二次世界大戦とを経験した1930年代および1940年代を除く
各年代について，日米の社会状況を中心に据えて順次記述していきたい。
1この「環境問題に焦点を当てたマーケティング研究」については，先行研究が多様な呼称を用いてきた。本
　稿では，原則として各々の呼称については元のまま表示し，そうした一連の研究の総称として「環境問題に
　焦点を当てたマーケティソグ研究」を用いる。
2ここにいう「社会」の分析レベルは，原則として一つの国家（日本，アメリカなど）である。しかしながら，
第皿章で述べるように，環境問題の性質が地球規模にまで至ると，「社会」の分析レベルは国家という枠組
　みを超えて国際社会へと拡大していく。
3なぜアメリカおよび日本の社会状況を中心とするのか。その理由は，第皿章で取り上げるマーケティング研
　究が，主にアメリカおよび日本において展開されているからである。すなわち，第皿章の目指すところは，
環境問題そのものを網羅的に提示することではない。
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1920年代：環境問題（とくに公害問題）への認識の兆候
　経済発展のうちの一つの段階を「高度大衆消費時代（high－mass　consumption　age）」という文言
で表現したRostow（1960一訳：15－16）は，一般家庭への自家用車や家庭用電化製品の普及4，さ
らには都市化や生活の郊外化といった諸現象を踏まえ，その段階が最も早く到来したのは1920年
代のアメリカであったと論じる。こうした状況を考慮すれば，すでに当時のアメリカで大気汚染や
水質汚濁といった事態も進行していたのは疑いようもない。だが，社会全体が環境問題への認識を
有する状況までには差し掛かっていなかったと解される。
　一方，この時代の日本は，アメリカと比較すれば経済格差が存在し，大衆レベルでの相当程度の
消費生活の実現には至っていなかったと認識される。四大公害病の一つ，・イタイイタイ病と酷似し
た症状は1920年代から発症していたのだが，当時は原因不明とされていた5。すなわち，アメリカ
と同様，日本には環境問題の兆候は確かに存在したが，それを社会全体が環境問題として認識しう
る状況までには至らなかったと考えられる。
1950年代～1960年代：公害問題の深刻化
　1950年代のアメリカは，経済面のみならずさまざまな側面で超大国への途を進みはじめた。自
家用車や家電製品の普及率はさらに上昇し6，アメリカ国民の生活様式は大きく変容していった。
このようなアメリカの状況をGalbraith（1958）は「ゆたかな社会（arUuent　society）」と，
Katona（1964）は「大衆消費社会（mass　consumption　society）」と称する7。
　その半面，アメリカでは1962年の『沈黙の春』8の刊行によって，農薬や殺虫剤などの化学物質
4自家用車の世帯普及率は，1930年頃のアメリカではすでに60パーセソトまでに達していた（Lebergott
　1993：130）。その大きな要因はT型フォードの普及である。1908年の販売開始から1927年の生産中止まで
　に約1，500万台が全米に普及して。このフォード社による生産システムは，大量生産・大量消費型の社会経
　済システムの礎となっている。
51922年，富山県神通川流域の生産工場から河川へと流入する排水に含まれる有害物質によって，流域の住民
　に深刻な症状が発生した。だが，当時は有害物質と症状との間の因果関係を究明するのが極めて困難であ
　り，後述するように公害訴訟の提起までには長い年月を費やした。
61960年頃のアメリカにおける各製品・設備の世帯普及率は，自家用車75パーセソト，電気冷蔵庫90パーセン
　ト，電気洗濯機73パーセソト，電気掃除機73パーセント，テレビ87パーセント，そして水洗トイレ87パーセ
　ントに達していた（Lebergott　1993：102，113，130，137）。
7ただし，生産と消費との関係については，両老の見解は分かれている。Galbraith（1958）は消費はもっぱら
　生産により規定されるという「依存効果」を主張するのに対し，Katona（1964）は消費者の「自由裁量的
　支出」の存在を認める。ななお，間々田（2000：1－20）は，「消費社会」の構成要素として「物質的要素」
　「精神的要素」「社会的要素」を挙げ，「消費社会とは，人々が消費に対して強い関心をもち，高い水準の消
　費が行なわれる社会であり，それにともなってさまざまな社会的変化が生じるような社会である」と定義づ
　けたうえで，アメリカの1950～1960年代前半を消費社会の成立期と捉えている。
8アメリカの海洋生物学者で作家のレイチェル・カーソン女史が発表したことにより世界中に衝撃に与え，各
　国の農薬規制の先鞭をつけた。
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の過剰な使用による生態系の破壊に警鐘が鳴らされたことに端を発し，アメリカ国民の公害問題へ
の関心が高まった9。こうした1960年代を中心とする情勢を反映して，1970年1月の大統領一般教
書では公害問題への積極策が表明され，それを契機として国家による環境問題への対応が進展を示
しはじめた10。
　一方，日本においては，1956年の「もはや戦後ではない」という経済企画庁の宣言を経て，
1960年に国民所得倍増計画が発表された頃から高度経済成長期を迎えた。それから10年余りで日
本は急速な経済発展を遂げ，国民一般の生活水準もアメリカに接近してきた11。
　だが，1950年代中盤から1960年代にかけての日本では，周知のように四大公害病（水俣病，新
潟水俣病，イタイイタイ病，四日市ぜんそく）をはじめとするさまざまな公害問題が深刻の度を極
めた12。1967年には「公害対策基本法」が制定され，以後環境問題に対応するための法制度が順次
整備されていった。日米両国の状況を比較する場合，経済面でアメリカを追走していた日本のほう
が，より深刻な公害問題を抱えていたと解される。
1970年代：資源・エネルギー問題の顕在化
　1970年代に入ると，日本とアメリカとの間には明確な経済格差は存在しなくなり，両国とも一
般大衆レベルで相当程度の生活水準を獲得していた。ただし，公害問題は依然として重大な懸案事
項のままであったし，さらには過剰生産・過剰消費が問題視されるようになってきた。1972年に
ローマクラブによって『成長の限界』が報告されると13，1973年の第一次オイルショックとも相ま
って，資源・エネルギーに対する懸念は世界中に広まった。
9shi（1985一訳：355－375）は，1960年代に入ると，公害問題を一とする環境問題の顕在化によって，消費
　主義的生活様式から離脱しようとする「カウンターカルチャー」運動の活発化がみられたと指摘する。
10当時のニクソソ政権は，同年2月に水質汚濁・自動車排出ガス・廃棄物等に関しての具体的対策を明らかに
　した環境汚染防止特別教書を示し，同年8月には環境問題白書が発表された。さらに，同年12月には環境保
　護庁を新設し，環境保全行政の総合的推進を図るようになった（昭和46年度『公害白書』参照）。日本の環
　境庁発足は，アメリカのそれから約半年後の1971年7月1日である。
ll国民所得倍増計画は，10年間で所得を倍にするという計画（年率7．2％成長）を掲げ，国民所得は実際に10
　年で2倍以上に増加した。また，当時の日本における家電の世帯普及率は，テレビは1962年時点で48．5パー
　セソト，電気冷蔵庫は1965年時点で50パーセント超となった（内閣府『消費動向調査』参照）。
ユ2四大公害病訴訟は1967年から1969年にかけて提起され，企業の排出する有害物質と地域住民の被害との間の
　因果関係の立証により，1971年から1973年までにいずれも被害者である原告側が勝訴している。従来の公害
　による生活妨害に対する訴訟は，原告がその利益や権利の回復を目的するに留まっていた。これに対し四台
　公害病訴訟は，被害者の利益回復だけでなく，公害問題の実態を明らかにすることによって被告企業の責任
　を追及し，公害に対する一般の認識を深めることにも大きく寄与した。
13科学者や経済学者によって結成されたローマクラブによる同報告は，環境悪化や資源消費などが現行のまま
　続けば，今後100年以内に地球上の成長は限界に達すると警鐘を鳴らした。一方で，こうした成長志向を改
　めれば世界的に均衡のとれた状態も設計可能であるとも述べ，その手段に関してのシミュレーショソがなさ
　れている（Meadows　et　al．1972；Hirsch　1976を参照）。
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　このような国際情勢を受け，国連は1972年にストックホルムで国連人間環境会議を開催し，人
間環境の保全と向上に必要な共通の見解と原則をまとめた「人間環境宣言」を発表している14。同
じく1972年，OECD（経済協力開発機構）により，環境保全に対する責任の所在を明確化するた
めの指針として「汚染者負担の原則」が提唱されている15。そして，天然資源の乏しい日本では，
資源・エネルギーの枯渇に対してアメリカよりも切迫した対応を必要とし，1979年には「エネル
ギーの使の合理化に関する法律（省エネルギー法）」が制定された。
1980年代：地球環境問題への認識への始まり
　1970年代中盤以降，二度のオイルショック（1973年，1979年）の影響もあって，日米ともに低
い経済成長率を示すようになり，1980年代に入ってもその長期的傾向は続いた16。この年代，公害
問題や資源・エネルギーの枯渇問題は厳として存在していたが，それ以前の年代とあえて比較すれ
ば，日本にもアメリカにも大きな社会的趨勢は見られない。
　ただし，地球温暖化，オゾソ層破壊，酸性雨といった地球環境問題は，1980年代においてすで
に懸案事項となりつつあった17。国連は1984年に国連環境特別委員会を設立し，東京で1987年2
月に開催された同委員会の最終会合で，持続可能な開発を念頭に置いた「東京宣言」を採択してい
る18。だが，地球環境問題が国際社会において強く認識されるようになったのは，1990年代に入っ
てからのことだといえよう。
14ストックホルムで開催された会議で発表されたこの宣言では，「環境に関する権利と義務」「天然資源の保護」
　「野生生物の保護」「有害物質の排出規制」など26項目が示されている。
15「汚染者負担の原則（polluter　pays　principle）」は，「環境汚染防止および規制措置を講じるための費用を，
　汚染者が負担する旨を定めた原則である。換言すれば，これらの費用は生産・消費の場面において環境汚染
　を引き起こす財・サービスのコストにこれらのコストが反映されるべきである」と定義されている（産業技
　術会議編1999：317）。
16日米の経済成長率の推移は下図のとおり。とくに日本は，1960年から1970年にかけての高度経済成長期と以
　降の年代との差がはげしい。また，アメリカの場合は1950年代のほうが経済成長率は高く，1960年代にはす
　でに成熟期に入っていたとも解される。
　　　　　　　　　　　　　脚注図　年代ごとの日米の経済成長率（単位：％）
年代 1961－6566－70 71－75 76－80 81－85 86－90 91－9596－00 2001－03
日本 9．2 11．1 4．5 4．4 3．1 4．8 1．5 1．4 0．8
米国 4．6 3．1 2．6 3．7 3．2 3．3 2．4 4．0 1．9
　　※各年の経済成長率（実質GDP対前年増減率）の単純平均。内閣府およびWDI（世界開発指標）の調査
　　　データから抽出。
　　出所社会実情データ図録（http：／／www2．ttcn．ne．jp／honkawa／4500．htm1）を基に筆者作成。
17例えば，IPCC（国際気候変動パートナーシップ）は，1980年代の段階で空気中の二酸化炭素の含有量と世
　界各地の平均気温との関連性を指摘している。
18この会合で作成された報告書は委員長を務めたノルウェー首相の名をとって『ブルソトラント・レポート』
　と呼ばれ，そこでは「持続的開発（sustainable　development）」は「将来の世代の欲求を損なうことなく，
　現代の世代の欲求も満足させるような開発」と定義されている。
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1990年代以降：地球環境問題への国際的取組み
　1990年代から今日に至るまで，日米とも経済成長は低調に推移し，とくに日本においては長期
的経済不況が続いてきている。日米を含めた先進国の経済がある意味で成熟化してきたとも解され
る一方，途上国の経済成長はなお継続している19。
　そうした状況下で，地球環境問題への対応が国際社会において重大な懸案事項となっている。
1992年，リオデジャネ・イロで国連地球サミット（UNCDE一国連環境開発会議）が開催され，「環
境と開発に関するリオ宣言」を採択した20。1997年12月には，その国連地球サミットで採択された
「気候変動に関する国際連合枠組条約」の目的を達成するために京都でCOP3（第3回締結国会議）
が開催され，温室効果ガス削減のための「京都議定書」を採択した21。「京都議定書」に関しては
日米の対応が分かれ，日本は2002年6月に批准したが，アメリカは2001年3月に離脱を表明する
などして未だ批准への動きを示していない。
　他方，OECDは，地球環境問題への対応の見地から，1991年に「汚染者負担の原則」に関する
新解釈を，そして1996年には「拡大生産者責任」を提唱している22。これらの提唱は循環型社会へ
の転換を促そうとするものであり，1990年代以降，先進諸国においてその動きは顕著に現れるよ
うになった。日本では1993年に「環境基本法」が制定された後，2000年に「循環型社会形成推進
基本法」が制定されている。
社会状況と環境問題との密接な関連性
　以上に述べてきたとおり，ある社会における経済発展とその社会における環境問題との間に密接
な関連性が存在することは明らかである（図表1参照）。ある国が引き起こす環境問題は，他の諸
国の環境問題にも大なり小なり影響を与える。現代の国際社会は地球環境問題を共有しながらも，
各国の思惑には相当程度の違いが生じている。また，ある年代において重大な懸案事項となる環境
19とくに1990年代以降の中国の経済成長は目覚しく，隔年の経済成長率の単純平均値は，1991－95年で12．1％，
　1996－2000年で8．3％，2001－03年で8．2％である（出所：注17と同一）。
20「環境と開発に関するリオ宣言」は，世界的規模で環境と開発のシステム統合を目指し，各国が効果的な環
　境立法を行うこと，および各国が環境コストの内部化および経済的措置の利用を促進するよう努力すべきで
　あることが述べられている。
21「京都議定書」は，先進国等に対し，法的拘束力のある数値目標を各国毎に設定することにより温室効果ガ
　ス排出量を1990年比で一定数値（日本6％，アメリカ7％，EU8％。先進国全体で少なくとも5％）の削減
　を2008年から2012年までの間に達成することを義務づけている。
22「汚染者負担の原則」の新解釈とは，「汚染者が負担するということは，単に最初に支払うということであり，
　その費用は価格転嫁等を通じて最終的には消費者又は使用者によって支払われることになる」というもの
　（産業技術会議編317－318）。この解釈は，ある商品から便益を受けた者はその商品を使用（消費）した後の
　段階にも責任を負う「受益者負担の原則」（user　pays　principle）と捉えられる。また，拡大生産者責任
　（extended　producer　responsibility）は，「製品のライフサイクルにおける使用後の段階にまで生産者の責任
　を拡大すること」と定義される（同上：319）。
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図表1　社会状況と環境問題との関連性
年　代 日米の社会状況 環境問題への社会的認識
1920 日米間の経済格差の存在 環境問題（とくに公害問題）の兆候
1950～60 日本の高度経済成長による米国への接近 公害問題の深刻化
1970 日米両国とも経済先進国に 資源・エネルギー問題の顕在化
1980 日米両国とも低経済成長克服が課題 地球環境問題への認識の始まり
1990～ 先進国の経済停滞と途上国の高度経済成長 地球環境問題への国際的取組み
問題は，それ以前の年代においてすでに予兆が見受けられるのも特徴的である。
　こうした社会状況の史的変遷が，あらゆる研究領域に対して多大な影響を与えてきたのは間違い
ない。第皿章において，環境問題をめぐるマーケティング研究の動向を検討していこう。
皿　マーケティンゲ研究の動向と環境問題
　年代を経過することに変容する環境問題が，マーケティソグ研究においてどのように処遇されて
きたのかを捉えようと試みる場合，第1章と同様，時系列的に順次検討していくという方法が想起
される。だが，そのような組み立ての連続はいかにも平板すぎるであろう。本章での検討は，第皿
章で記述した諸々の事柄を念頭に置きながら，環境問題に焦点を当てたマーケティソグ研究がどの
年代において多く見受けられるのかを確認する作業から始めたい。
環境問題に焦点を当てたマーケティング研究が集中している年代
　アメリカや日本をはじめとする各国で，環境問題に焦点を当てたマーケティソグ研究が顕著に現
れるようになってきたのは1970年代であり，そして，1990年代以降にはさらに多くの研究が行わ
れてきていると認識される23。第皿章の叙述と照らし合わせると，1970年代は公害問題および資源
・エネルギー問題が懸案事項とされた年代であり，1990年代以降は地球環境問題への対応が重要
視されるようになった年代である。
　ここに，マーケティング研究の動向と社会状況の史的変遷との明白な合致を見ることができる。
それでは，環境問題に焦点を当てたマーケティソグ研究が現れてきた経緯24とは，マーケティング
研究の系譜上，どのように理解することができるであろうか。
23環境問題に焦点を当てたマーケティソグ研究に関する，1970年代における主要な著書としては，Fisk
　（1974），Henion（1976），Henion　＝　Kinnear　ed．（1976），片山（1975）を，1990年代における主要な著書とし
　ては，Peattie（1992，1995），Coddington（1993），Ottman（1993，1998）Wasik（1996），Fuller（1999），三上
　ら（1992），斎藤（1993）大橋（1994），西尾（1999）を参照。
24この点を考察している主な研究としては，小原（1994），岡本（1998），青木（2000），大江（2001），大橋
　（2002），奥澤（2003）がある。
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環境問題に焦点を当てたマー・・一ケティング研究へと至る経緯
　まず，環境問題に焦点を当てたマーケティング研究の前段階には，1970年代前半を中心に展開
された，企業の社会的責任を重視したマーケティングに関する研究が位置づけられる。さらに，そ
うした社会的責任重視のマーケティング研究は，企業経営の視点からのマーケティソグ，すなわち
マネジリアル・マーケティング（managerial　marketing）25を修正・補足しようとする研究動向の
なかで現れてきたと解される。
　アメリカで展開された当時の研究を取り上げてみよう。Lazer（1972：47）によると，ソーシャ
ル・マーケティソグ（social　marketing）とは，1960年代におけるマネジリアル・マーケティソグ
を補足し，マーケティング的視点と社会的視点との融合を目指す研究分野である26。この見解を踏
まえて，Lazer　＝　Kelley（1973：4）は，ソーシャル・マーケティングの範囲はマネジリアル・マー
ケティングのそれよりも広く，すなわち全体的社会システムの中のマーケットやマーケティング活
動に関する研究にまで及ぶと主張する。一方，Kotler（1972：26－27）は，社会的に責任のあるマ
ーケティング（socially　responsible　marketing）とは，消費者の欲求と企業の利益という二者間の
均衡だけでなく，そこに社会の福祉を加えた三者間の均衡を図るものだと述べたうえで，消費者の
短期的な欲望を過度に効率的に満たそうとする従来のマーケティソグ・コソセプトには消費老の長
期的な福祉を危険にさらすおそれがあるので，マーケターはソサイエタル・マーケティング・コン
セプト（societal　marketing　concept）に基づいて，社会的・生態学的な配慮を加味した製品およ
びマーケティソグを展開することが必要である旨を主張する27。
25マネジリアル・マーケティングの位置づけについて，Hunt（1976訳：14－19）は，「営利セクターか非営
　利セクターか」「ミクロかマクロか」「記述的志向か規範的志向か」という三つの軸で分類すると，マネジリ
　アル・マーケティングは「営利セクターに関する・ミクロ・規範的志向」をもった研究であると指摘する。
　また，Sheth　et．　al（1988一訳：23－36）は，マーケティング研究の学派を「経済学的視点か非経済学的視点
　か」「相互作用的視点か非相互作用的視点か」という二つの軸で分類すると，LazerやKelleyに代表される
　マネジリアル学派は「経済学的視点・相互作用的視点」を有すると指摘する。マネジリアル・マーケティン
　グの詳細については，Lazer　・＝　Kelley（1967）を参照。
26これに先行して，Lazer（1969：3）は，「マーケティングはビジネスだけでなく社会の目標にも適合するもの
　でなければならず，広範な公共の利益と一致するよう行わなければならない」と述べている。また，Lazer
　は，「ソーシャル・マーケティソグは，マーケティングのイソパクトを生活の質，地域社会の出来事，社会
　的な問題，人間の資源をフルに開発させる機会，健康維持，教育と訓練，公害の現象と環境保護，仲間に対
　してより多くの考慮を払うことなどである」とも述べる（村田昭治編著1976：231）。同時代におけるその
　他の関連研究として，Lavidge（1970），Robin（1970），Kelley（1971）を参照。
27なお，“social　marketing”という呼称については，　Lazer＝KelleyとKotlerとの間に用法の隔たりがある。
　この呼称はKotler＝Zaltman（1971）力撮初に用いたものであり（その先行研究としてKotler＝Levy　1969
　を参照），そこでの意味は企業以外の非営利組織へのマーケティングのコンセプトや技法の適用である。
　各々の論者の相違や彼らによる論争に関しては，Arndt（1978），　Fox＝Kotler（1980），三上（1982），東
　（1990，1991），上野（1993），山本（1993）を参照。
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図表2　環境問題に焦点を当てたマーケティング研究へと至る経緯
癬
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出所　奥澤（2004）を一部修正して作成
「企業経営の視点→社会的責任の重視→環境問題への焦点」という道筋
　こうした研究動向から，マネジリアル・マーケティングから社会的責任を重視したマーケティソ
グへと繋がる流れを引き継いで，環境問題に焦点を当てたマーケティングに至る，という道筋が描
き出される（図表2参照）。留意すべきは，「企業経営の視点」および「社会問題への着眼」とい
う要素に基づいたマーケティソグは消失してしまったわけではなく，「環境問題への焦点」に対し
て基礎を与え続けている点である。また，環境問題は社会問題の一部分とも解されようが，ここで
強調したいのは，後ほど詳述するように，個別営利企業によるマーケティングの境界（boundaries）
が「市場経済」から「人間社会」へと拡張したうえで，さらに「自然環境」へと拡張してきたとい
う研究上の経緯である28。
　マネジリアル・マーケティングから繋がる道筋は，環境問題に焦点を当てたマーケティソグに関
する諸定義にも表れている。Peatt1e（1992一訳：12－13）によると，グリーン・マーケティソグ
（green　marketing）とは，「地球環境や生態系への関心の増大に応えて生起した新しいスタイルの
マーケティソグ」であり，「顧客や社会の要求を，利益を得ると同時に持続可能な方法で確認し，
予測し，満足させることに責任を持つマネジメントのプロセス」である。また，Fuller（1999：4）
は，サステイナプル・マーケティング（sustainable　marketing）を，「（1）顧客ニーズへの合致，（2）
自社の組織目標の達成，③生態系との調和，という三つの基準を満たすような方法で製品の開発，
価格設定，販売促進，および流通を計画・実行・統制するプロセス」と定義づけたうえで，「それ
は現代マーケティングにおけるマネジリアル志向の論理的拡張である」と明言する。
28「市場経済（market　economy）」「人間社会（human　society）」「自然環境（natural　environment）」の定義づ
　けやこれらの具体的線引きは困難を極めるため，稿を改めて考察する必要があろう。その際に一つの指標に
　なりうるのが，「経済人（homo　economicus）」「社会人（homo　sociologicus）」「倫理人（homo　ethicus）」に
　関する仮説（江田2002を参照）である。
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研究の道筋が描かれる背景：企業に対しての社会的要請の変容
　こうした研究の道筋が描かれる背景は，第皿章における叙述と照らし合わせることによって相当
程度明らかになる。端的にいえば，社会状況の史的変遷に伴う社会的要請の変容が，企業によるマ
ーケティングの境界を拡張しようとする研究動向の背景を形成してきたのである。
　1950年代から1960年代にかけて発達したマネジリアル・マーケティングは，市場経済の拡大を
促し，一般大衆の生活水準の向上に寄与してきた29。その側面を捉えると，マネジリアル・マーケ
ティソグと当時の社会状況との適合度，より具体的には寡占的市場におけるマス・マーケティング
の展開と大量生産・大量消費社会へと向かう状況との適合度は，非常に高かったといえる。
　しかし，この年代には公害問題が深刻な状況を呈し，さらに1970年代初頭には資源・エネルギ
ー問題が顕在化した。また，公害問題や資源・エネルギー問題のみならず，企業活動に起因する数
多くの社会問題が惹起し，消費者の健康被害や経済的不利益へと帰結するようになった30。こうし
た状況下，消費者運動が日米をはじめとする各国において展開されるようになり31，その対応がマ
ーケティソグを営む企業にとって重要な課題となってきた。そこで，市場経済だけでなく社会全体
へと境界を拡張する，社会的責任を重視したマーケティソグが現れるに至った。
　社会的責任重視のマーケティングが想定する「社会」とは，人間を中心に構成される社会だとい
えよう。マーケティング活動の自然環境への影響は，人間社会という境界を通して，ある意味で間
接的に取り上げられる。だが，環境問題が年々深刻化するにつれ，自然環境そのものを本来的に包
摂した境界を有することが，マーケティングに対して要請されるようになる。したがって，1970
年代中盤に，環境問題に焦点を当てたマーケティソグが登場してきたと理解される。
「環境問題への焦点」の減少期：1980年代の研究動向
　ここで言及を要するのが，環境問題に焦点を当てたマーケティソグ研究が多くなされている
1970年代と1990年代以降，およびそうした研究の前段階である1950年代から1960年代までを除い
29猿渡（1999：42－43，52－57）は，アメリカのマーケティソグ史を論じるなかで，1945年～1973年を「マネジ
　リアル・マーケティソグの確立期」と捉えている。その他，アメリカにおけるマーケティソグの発達史に関
　しては，光澤（1980），薄井（1999）を参照。
30横山（1989：222）によると，消費過程において消費者が企業から被る健康被害や経済的不利益は，一般に
　「消費者被害」といわれるが，とくにそれが特定の個人にではなく社会的な広がりをもって生じた場合には，
　「消費者問題」と呼ばれるようになる。
31アメリカでは，ラルフ・ネーダー氏らの先導によって，1960年代から消費者運動が活発化してきた。1962年
　にはケネディ大統領のもと「消費者保護に関する特別教書」において，消費者の4つの権利として「安全性
　を求める権利」「知らされる権利」「選ぶ権利」「意見を聞いてもらう権利」が提示された。日本においても，
　高度経済成長とともに消費者問題が頻繁に発生するようになり，消費者運動が展開され，1968年には「消費
　者保護基本法」が制定されて消費者行政の先鞭がつけられた。なお，消費者運動の延長線上に存在するコン
　シューマリズム（consulnerism）に関しては，稿を改めて検討したい（コンシューマリズムに関する研究と
　してAaker－Day（1971，1974；三上1982を参照）。
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た，それら以外の年代の研究動向である。1920年代については，マネジリアル・マーケティング
が未だ確立せず，マーケティソグの主体として個別企業が強く認識されていない年代であったと解
される32。では，1970年代と1990年代以降に挟まれた1980年代において，マーケティング研究は
どのような動向を示していたのであろうか。
　第1章で述べたように，1970年代後半から1980年代にかけては日米ともに低経済成長のさなか
にあり，企業はそうした社会状況下で自社を存続させる必要があった。こうした背景において登場
したのが，経営資源の効率的配分を目指した戦略的マーケティング（strategic　marketing）に関す
る研究である33。戦略的マーケティソグ研究のなかにも環境問題への対応を意識する傾向は確かに
見受けられるが34，必ずしも議論の中心には位置していない。
　他方，1970年代中盤以降からは，マーケティングの研究対象を市場取引から交換一般へと拡張
しようとする動向が示されてきた。このような，いわゆる交換としてのマーケティング（market－
ing　as　exchange）に関する研究によると，営利企業だけでなく非営利組織をもマーケティソグの
主体として包含されうる35。自然環境への影響は営利・非営利問わずあらゆる組織が生じさせると
いう事実に鑑みれば，こうした概念拡張（主体の拡張）は環境問題への対応に焦点を当てたマーケ
ティング研究に関する根拠づけの一端を成すと解される。
　これらの事柄を勘案すると，1980年代においては，当時の社会状況とも相まって，直接的に環
境問題に焦点を当てた研究は少ないものの，1970年代の研究と1990年代以降の研究との間の架橋
となるような示唆が得られる研究が展開されていたと捉えることができる。
1970年代の研究と19990年代以降の研究との比較：対応すべき環境問題による相違
　それでは，1970年代の研究と1990年代以降の研究とを比較した場合，年代の懸隔によって両老
にはどのような相違が生じているのであろうか。
32猿渡（1999：42－43，52－57）は，アメリカ・マーケティング史における1903年～1929年を「マーケティソグ
　成立期」と捉えている。
33戦略的マーケティング（1980年代の主要な研究としてCravens　1982；Aaker　1984；嶋口1984；上原1986）
　の内容をごく簡潔に要約すると，自社の直面する企業環境から機会と脅威を抽出し，自社の経営資源を競合
　他社のそれと比較して強みと弱みを峻別し，全社的な企業目標を定め，企業レベルないし戦略的事業単位レ
　ベルのマーケティソグを展開する，という具合になろう。その基礎を成すのは，ボストン・コンサルティソ
　グ・グループが考案したSWOT（強み・弱み・機会・脅威）分析である。
34嶋口（1984：217）は，環境問題に配慮したマーケティソグ・システムは，環境汚染や環境破壊を防ぐだけ
　ためだけでなく，企業本来の目的追求を企業活動がもたらす環境負荷を伴う外部効果と対応させるための存
　続システムとして位置づけることができると述べる。
35すなわち，交換としてのマーケティングに関する研究（Bagozzi　1975を端緒とする諸研究）の成果は，
　Kotler＝Zaltman（1971）による提唱を噛矢とする，非営利組織へのマーケティソグ概念の拡張（脚注28参
　照）の根拠づけに大きく貢献している。
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　端的にいえば，両者の相違は，直面する環境問題の性質によってある程度規定される36。まず，
1970年代における重大な懸案事項は，随時述べてきたように，資源・エネルギー問題とともに公
害問題であった。公害問題の特徴は，主に製造企業の生産工程から排出される有害物質に起因す
る，周辺地域の住民の被害である。すなわち，「加害者＝企業」「被害老＝地域住民」という因果関
係がある程度判別可能であり，企業は被害者に対する直接的責任のみならず，広く社会的責任を問
われることとなる。ここに，「企業経営の視点→社会的責任の重視→環境問題への焦点」という道
筋との一致が見られる。
　一方，1990年代から今日へと至る間にも，資源・エネルギー問題および公害問題は存在し続
け，さらには地球規模の環境問題への取り組みが国際社会の課題として提示されてきている。地球
環境問題に配慮しようとする場合，その原因となる環境負荷は製造業者の生産段階のみから発生す
るのではなく，生産・流通・消費・廃棄の全段階から発生するという認識が必要となる。すなわ
ち，公害問題とは異なり，被害者と加害老との間の因果関係の判別が困難であり，むしろ社会を構
成するすべての者に起因する問題であると特徴づけられる。このような地球環境問題の特徴に鑑み
れば，1990年代以降において環境問題に焦点を当てたマーケティング研究を展開する際には，個
別企業の社会的責任のみに依拠した立論は不十分になっているといえよう。
環境問題に焦点を当てたマーケティング研究の射程：境界拡張と概念拡張
　したがって，「企業経営の視点→社会的責任の重視→環境問題への焦点」という道筋に基軸を置
きつつも，その他の道筋からも論拠を導き出す必要性が生じてくる。
　地球環境問題に焦点を当てながら，個別営利企業を主体として考察しようとする場合，戦略的マ
ーケティング研究の成果を反映した研究が登場する37。また，交換に関するマーケティング研究の
帰結に根ざしたマーケティング主体の拡張を踏まえて，個別営利企業を主体としたアプローチにと
どまらない多様な研究が展開されてきている38。
　環境問題に焦点を当てたマーケティングを研究しようとする場合，その射程の中心には，境界拡
張論に根さした個別営利企業のマーケティソグが位置する。ただし，地球環境問題の特徴や概念拡
張論を踏まえると，広範な射程の想定は自明といっても過言ではない。
36公害問題と地球環境問題との特徴比較については，西尾（1999），間々田（2000），大江（2001）を参照。
37例えば，McDanie1＝Rylander（1993）は，直接的に戦略的マーケティソグ研究の成果を反映させながら，
　「戦略的グリーソ・マーケティソグ」について論じている。Menon＝Menon（1997）は，“enviropreneurial
　marketing　strategy”という呼称を用いて企業家的視点からのマーケティソグの展開を論じている。
38例えば，阿部（1998）は，マーケティソグ概念の拡張について論じたうえで，消費者や地方公共団体を包含
　したリバース・チャネルないし循環型チャネルの構築を論じている。二瓶（2000）は，サソクショソ（eco－
　logical　sanction）およびトラソスヴェクション（transvection）の概念（Alderson　1964，1965を参照）にも
　依拠しながら，主としてPETボトルのリサイクルの現状とその問題点を取り上げることを通して，循環型
　経済における共生マーケティソグについて考察している。
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lV　むすびにかえて
　本稿では，日米を中心とした社会状況の史的変遷と照合しながら，マーケティソグ研究上の環境
問題の処遇を概括的に考察してきた。ここまでの主張は次のように要約される。
　①公害問題が深刻化した1970年代および地球環境問題が顕在化した1990年代以降に，環境問
　　　題に焦点を当てたマーケティソグに関する研究が集中している。
②環境問題に焦点を当てたマーケティソグの前段階には社会的責任を重視したマーケティング
　　　が存在し，さらにその前段階にはマネジリアル・マーケティングが存在する。
　③「企業経営の視点→社会的責任の重視→環境問題への焦点」という道筋に則って，企業のマ
　　　ーケティングの境界は「市場経済，人間社会，自然環境」を包摂するよう拡張していく。
　④企業に対しての社会的要請の変容によって，「環境問題への焦点」という要素を加味したマ
　　　ーケティソグが境界拡張を伴いながら登場してきた。
　⑤「環境問題への焦点」を前面に出した研究は1980年代に減少したが，当時展開された戦略的
　　　マーケティングや交換としてのマーケティソグの研究成果は示唆を有する。
　⑥個別企業の社会的責任に大きく依拠した1970年代当時の立論は，地球環境問題への対応が
　　　必要とされる1990年代以降においては不十分と解される。
　⑦環境問題に焦点を当てたマーケティング研究の射程は，個別営利企業の活動（境界拡張）を
　　　中心に，多様な主体ないし分析単位（概念拡張）までを捕捉すると想定される。
　マーケティングと環境問題との関連性を研究する者ならば，環境問題に焦点を当てたマーケティ
ング研究が1970年代と1990年代以降に集中しているという動向，そしてこれら二つの年代の間に
介在する空白については，誰もが認識しているはずである。しかし，1980年代における空白をあ
えて指摘したうえで，そのような空白が生じた背景を明確にしようとする研究は，従来までには表
立って見受けられない。よって，これら年代を包摂した大きな流れを捉えようとした本稿の試みに
は，一定の意義があると思われる。
　環境問題に焦点を当てたマーケティソグ研究の中心的アプローチが，マネジリアル・マーケティ
ソグの延長線上に位置すると解する場合，マーケティソグの主体は原則として個別営利企業であ
る。これの含意するところは，営利企業の目的が市場的成果（市場占有率の拡大，売上・利益の向
上）だけでなく非市場的成果（社会的責任の遂行，自然環境への配慮）にまで及ぶ，換言すれば，
当該企業の活動範囲が非営利活動をも包含する，という事態である。そこからは「企業は営利活動
のみならず非営利活動に取り組むべきである」という一種の社会的規範39が導出される。この社会
39Elster（1989一訳：162－175）は，主体間の社会的交渉（social　bargaining）を通して社会的規範（social
　norm）が形成されていく過程について説明している。その他，自然環境をも包摂した社会的規範の形成・
　変化のプロセスに関しては，Hodgson　1988，1993），奥澤（2003，2004）を参照。
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的規範が，社会のさまざまな構成員（企業，消費老，政府，等々）の間で絶えず繰り返される多面
的な相互作用を通して形成され，あるいは変化すると考えれば，規範に適合した行動を通して，当
該企業は社会的報酬（社会的評価の向上）を獲得し，逆の場合は社会的制裁（評価の失墜）を受け
ることとなる。
　末尾に，今後の研究課題をいくつか提示する。本稿では社会状況の史的変遷およびマーケティソ
グ研究の動向をきわめて概括的に把握しようとしたため，各年代の様相については個別に詳細な検
討をせねばならない。また，日米に的を絞って論を進めたわけであるが，それ以外の各国と日米両
国との比較も有用であろう。とりわけ，環境問題への取組みが進んでいる欧州各国との比較，およ
び先進国と途上国とのいわゆる南北問題の検討の必要性は高い。そして，本稿では個別主体の枠に
収まりきらない研究の射程について言及しているが，果たしてどこまで拡大可能なのであろうか。
社会経済システムまでを射程に包含するための十分な根拠を示すことができた暁には40，個別営利
企業のマーケティング活動と社会的規範の形成・変化プロセスとの相互関連性に関する考察を研究
課題の一つとしていきたい。
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